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現在わが国は地震学的に活動度の高い時期を迎え、今後 30～50 年間に東海・東南海・南海地震などをはじめ

とするＭ8 クラスの地震が 4、5 回、兵庫県南部地震や現在発生が危惧されている首都直下地震などＭ7 クラスの

地震は 40～50 回発生すると考えられている。中央防災会議は、これら一連の地震による被害について、最悪 200

兆円規模になると報告している。実に国家予算の 2 倍以上の損害であるが、この中で経済活動の停滞による影響

も大きいことから、企業の事業継続マネジメント（BCM：Business Continuity Management）への取り組みが期

待されている。また最近では国際取引上の要件や日本版 SOX 法などの面からも、地震時の事業継続計画（BCP：

Business Continuity Plan）が最重要課題となりつつあり、各種ガイドラインによる国の後押しもあって、企業

の BCM への関心は高まっている。 

しかし現状では BCM の定性的な効果は謳われていても、その効果を定量的に評価する環境が整備されていない

問題や、ガイドラインによって BCP の策定が容易になる一方で、「形ばかりの事業継続計画の準備」が目的化す

る問題などから、BCM が形骸化してしまう恐れがある。このような状況を正し、真に事業継続能力を向上させる

「ヒト、モノ、カネ、情報」の有効な投資を実現させる BCM 策定法が求められている。 

そこで研究では、以下で説明する 11 章から構成される研究論文として、事業の継続に必要な施設や構造物、

サプライチェーンなどの地震による影響の評価と、これらの影響を事業継続の影響へ定量的にリンクさせる手法

を開発し、BCM の効果を定量的に評価する手法を提案する。そしてその手法を用いた効果的な地震対策の意思決

定支援システムを検討した。 

第1章では、本研究の背景と目的を述べ、本研究の構成と内容を説明している。 

第2章では、国や業界団体から出されている事業継続ガイドライン等の文献をレビューし、BCMの概要とよく

使用される用語の定義などを整理した。その結果、全体のマネジメントシステムは「BCMサイクル」と呼ばれる

フローで行われるが、その中でも「事業影響度分析」のステップが実効的な事業継続計画を策定する上で重要で

あることがわかった。また日本におけるBCMの現状と問題点を列挙し、課題を整理した。 

第3章では、文献調査により、国内外の企業の事業継続停止事例を収集し、事業継続に影響を及ぼす因子の抽

出と分析を行った。すなわち業種やハザードの種類、ライフラインの供給形態などが事業継続に与える影響の特

性について分析した。その結果、影響因子はさまざまであるものの、事業を再開するまでにかかる時間が影響度

の重要なパラメータになっていることがわかった。またこの論文で取り上げる地震時の特徴的な影響を、他のハ

ザードと比較して整理した。 

第4章では、事業継続への影響度の評価手法について、現状の方法と問題点を明らかにし、それを踏まえた新

しい影響度評価手法を提案した。新しい影響度評価手法とは、古典的なプロジェクト管理手法であるPERT

（Program Evaluation and Review Technique）を用いた復旧時間の定量化手法である。通常時の作業と地震時

の復旧作業とをアローダイヤグラムと呼ばれるネットワーク図で表現することで、その順序と各作業の所要時間

から全体の所要時間を計算する。従来の事業影響度分析の手法では、復旧の手順は重要視されても各作業の所要

時間はあまり考慮されてこなかったが、各復旧作業の所要時間は被害予測からある程度見積もることができるた

め、被害程度に応じた復旧時間を予測することが可能である。すなわち、この手法により、被害予測結果と、復



旧時間を指標とした事業影響度とをリンクさせることができることを示した。また、各々の復旧作業の所要時間

の見積もりに幅がある場合でも、それぞれのケースを計算することで、全体の所要時間の最大・最小を求めるこ

とができることを示した。さらに、この手法を用いた場合の復旧率の考え方も示した。  

第5章では、既往の構造被害の予測手法について整理した。まず被害予測の前提となる想定地震動の考え方と

設定手法について、既往の方法を列挙し、各々の特徴と適用の際の問題点を示した。次に地盤応答の評価手法に

ついて同様に既往の手法を整理した。さらに、それらに基づいた構造被害予測手法についても整理し、最後に被

害予測の効率化を目的とした簡易被害予測手法を提案した。 

第6章では、地震による機能被害の原因を分析し予測手法を検討した。機能被害には第5章で述べたような構

造被害に起因するものと、そうではないものがあるため、原因に応じた被害予測手法が必要なことがわかった。

また施設・設備間の被害波及についても既往の研究成果を整理した。 

第7章では、企業の外部の被害が事業継続に与える影響を考慮するため、交通（道路・鉄道網）ならびに各種

ライフラインの被害予測手法を検討した。既往の手法では、第三者が交通やライフラインの被害予測を行うこと

には限界があるが、自治体のハザードマップや過去の被災事例からある程度の幅を持った復旧時間の予測は可能

であり、そのためのポイントとなる事項を整理した。 

第8章では、事業継続に必要な資材調達ならびに製品出荷といったサプライチェーンの影響評価手法について

考察した。さらに7章で検討した交通の影響も考慮し、調達・出荷への影響を分析した。PERTの手法でサプラ

イチェーンを表現することで、その影響をある程度予測することが可能なことが示された。 

第9章では、費用対効果を考慮した効果的な事前・事後対策の選定手法についてまとめた。前章までの被害予

測に基づく予測復旧時間と企業が目標とする復旧時間との間に差異がある場合、目標を実現するためには何らか

の対策が必要になる。そこで、考えられる対策案の所要時間短縮効果とそれに必要な費用を比較することで、効

果的な対策案への意思決定に役立てることができることを示した。また個々の対策が全体の復旧時間短縮にどの

程度寄与するかも明らかにできることを示した。さらに効果的な事前・事後の対策が行えるよう、代表的な対策

手法を整理した。  

第10章では、前章までの成果を実際にBCMシステムに反映して活用するために、地震時のBCMのあるべきフロ

ーを示すとともにケーススタディを通じて、想定地震動の強さや発生時刻の違いによる復旧時間の差についても

考察した。また事前のマネジメントで作成したアローダイヤグラムが、地震後の復旧対応の迅速化・効率化にも

役立つことを示した。以上の成果の活用が事業継続を重視した効率的な経営投資に役立つことを示した。 

第11章「結論」では、本研究全体を通じて得られた成果を総括し今後の課題と展望を示した。 

 

以上のように本研究では、巨大地震の頻発が予想される中、真に事業継続能力を向上させる「ヒト、モノ、カ

ネ、情報」の有効な投資を実現させる環境整備を目的として、BCM 能力の定量的に評価する手法を提案するとと

もに、その手法を用いた効果的な地震対策の意思決定支援システムを検討した。事業の継続に必要な施設や構造

物、サプライチェーンなどの地震による影響の評価と、これらの影響を事業継続の影響へ定量的にリンクさせる

手法の開発によって、「形ばかりの BCP の準備」が目的化する問題や BCM が形骸化する問題は改善され、わが国

の将来の地震時被害の軽減に貢献すると期待される。よって本論文は博士（工学）の学位請求論文として合格と

認められる。 

 


